「経済財政運営と改革の基本方針」に対する自治労見解
1.　政府は6月14日、「経済財政運営と改革の基本方針（通称、骨太の方針）」を閣議決定した。「骨太の方針」では、「デフレ脱却と日本経済再生」「強い日本、強い経済、豊かで安全、安心な生活」「経済再生と財政健全化」「平成26年度予算編成に向けた基本的考え方」を示し、デフレと景気低迷からの脱却や持続可能な財政と社会保障の構築をめざすとしている。しかし、目標達成に向けた具体的な施策、行程が不明確であるため、現在の株価の乱高下等を引き起こすなどしている。この事は、アベノミクスに対するこれまでの期待感が失望へと大きくシフトしていることの表れであり、経済の混乱を生み出しているのが現状である。同時に、参議院議員選挙を前にしての世論喚起を目的とした自民党のアドバルーン的要素が強く、課題の先送り感が否めない。
2.　 経済再生と財政健全化については、国・地方のプライマリーバランスを2015年度までに2010年度に比べ赤字の対GDP比の半減、2020年度までに黒字化、その後の債務残高の対GDP比の安定的な引き下げをめざすとし、地方財政だけではなく、社会保障も聖域とせず見直しに取り組み、国・地方が歩調をあわせた歳出の重点化・効率化をはかるとした。特に社会保障分野では、年金のマクロ経済スライドについて、特例水準を速やかに解消した後、直ちに実施するとしている。また、生活保護については、支援のあり方（加算制度や各種扶助の給付水準）を見直すとともに、不適正・非効率な給付を是正するとし、さらなる削減を目論んでいる。しかし、財政健全化目標の達成のためには、消費増税を含む大幅な歳入増と歳出削減が不可避であり、具体的な取り組みを示す「中期財政計画」策定を先送りにするなど、その実効性には疑問である。
3.　地方行財政の再構築については、リーマンショック後の危機対応モードから平時モードへの切り替えを進める必要があるとして、地方財政歳入の充実・歳出の抑制をはかるとした。しかし、地方行政に必要な一般財源総額を確保するとしたものの、行革や地域活性化の努力を査定し、頑張る自治体に地方交付税を重点配分するとしたことは、自治体固有の財源である交付税制度のあり方を根幹から揺るがすものである。また、歳出削減のみを目的とした公共サービスのアウトソーシングも推進されようとしており、地域のセーフティーネットである地方行政・公共サービスの更なる切り捨ては、断じて許されるものではない。
4.　 また、原子力規制委員会が新たに策定した、新規制基準に適合した原発については「再稼働を進める」と明記し、原発政策を推進しようとしている。福島第一原発事故の原因究明も進んでいない中での原発再稼働は到底容認できるものではなく、強固に反対していく必要がある。
5.　これらを踏まえ、2014年度予算編成については、民需主導の経済成長と財政健全化目標達成に向け、メリハリのついた予算とするとしている。しかし、政府がめざしているのは「国土強靭化」の名の下に規制・制度改革を行うとともに、従来型の公共事業の拡大・推進をすることであり、それにより社会保障や福祉、地方財政の切り捨てを行うのであれば、断じて許すことはできない。
6.　いま政府に求められているのは、国民生活を柱に経済再生を確実に成し遂げ、すべての国民が将来に希望と安心を持てる道筋を示すことであり、雇用創出や社会的セーフティーネットの再構築、所得再分配機能の強化など、国民の暮らしと雇用の安定・向上につながる経済財政政策でなければならない。そのような意味で「骨太の方針」は、国民生活の改善や格差是正を通じて内需拡大をはかるという視点が欠如しているのと同時に、目標達成に向けた具体的道筋や施策が不透明であり、多くの問題を抱えたものである。
7.　自治労は、今後も2014年度予算編成時などにおける国会対策等を強化し、地域のセーフティーネットとして国民の暮らしと生活を守る公共サービスの充実と、必要な地方財源確保に向けた取り組みを強化していく。そのためにも、7月の参議院議員選挙において、「あいはらくみこ」（比例区）と「武内則男」（高知選挙区）の必勝にむけ組織の総力をあげて取り組みを進めていく。
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